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第２回庄原市公契約条例等検討委員会 議事録（摘録） 

 

日時 平成 29年９月 27日（水）13：30～16：00 

場所 庄原市役所本庁舎３階 防災対策室     

 

【出席者】 

（委員） 五百竹委員（委員長）、三浦委員、山下委員、植松委員、清水委員 

（事務局）東管財課長、定光契約係長、日野原主任主事 

 

〔傍聴者〕４名 ※３検討･協議及び意見交換を公開 

 

（13：30 開会） 

１ 開会（委員長あいさつ・東管財課長あいさつ） 

２ 議事録の確認及び会議の公開等について 

  ～前回会議（H29.8.4 開催・第１回）の議事録内容について確認 

  ～議事録について、「次回より、会議内での内容確認は行わず、概要整理後、委員長確認にて

公開すること」、会議の公開について、「検討・協議及び意見交換について公開することと

し、傍聴人数については状況により制限を行う」ことに決定 

 

３ 検討・協議及び意見交換 

（１）第１回会議での要望資料について 

  ～事務局より資料について説明 

 

議長      今の説明について、質問や意見等はあるか。 

 

委員      総務常任委員会の所管事務報告書における参考人からの聴取事項に記載された庄

原市内の賃金平均金額について、これは妥当な金額なのか。 

 

事務局     この賃金平均金額は、公契約のみを対象とした賃金ではなく、民間工事等も含め

た金額だと思われる。公共工事の発注に際しては設計単価に基づく人件費の積算を

行っているが、実際に元請業者または事業主から労働者へ支払われた具体的な金額

について実態を把握することは難しい。 

 

委員      参考人によって、建築工事の「８割は地元業者で施工可能」「４割程度しか施工

できない」等、様々な意見があるが、これは何らかのデータに基づくものか。 

 

事務局     各参考人の見解によるものかと思われるが、建築工事は建物の構造や規模によ

り、関連する工種及び職種が大きく異なってくるため、その点が各参考人の見解の

違いに影響しているのではないかと推察される。 
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（２）公契約における条例制定の必要性及び実効性について 

～事務局により資料について説明 

 

議長      今の説明について、質問や意見等はあるか。 

 

（意見・質疑なし） 

 

（３）公契約制度の検証について 

～事務局により資料について説明 

 

議長      今の説明について、質問や意見等はあるか。 

 

委員      建設工事入札における総合評価落札方式について、平成 26 年度より対象金額を

変更した理由は何か。 

 

事務局     本市は、県内自治体の中では総合評価落札方式について積極的な取組を行ってき

た。総合評価落札方式の場合、発注前に外部委員の意見を聴取する必要があるこ

と、価格以外の面での審査を行うことで落札決定に時間を要する状況があり、近隣

自治体の状況等も勘案しながら対象金額を変更した経緯がある。 

 

（４）公契約制度に関する実態調査の実施について 

～事務局により資料について説明 

 

議長      今の説明及び本日の説明全体について、質問や意見等はあるか。 

 

委員      前回のアンケート結果では、公契約条例について「知らない」「分からない」と

の回答が大部分であり、認知度が非常に低いことが分かる。また、回答率自体も低

く、公契約条例に対する関心は低いのではないか。前回のアンケート以降、公契約

条例等について周知する取組は行ったのか。前回と状況は変わっていないのでは。 

 

事務局     公契約条例に係る説明会等は開催していない。全国的には条例を制定した自治体

は徐々に増加しているが、中国地方で条例を制定した自治体はなく、現在も認知度

が高いとは言えない。 

        ただ、前回のアンケートを実施した平成 27 年度から比較すると、賃金や景気の

面では多少好転しているのではないかと考えている。 

 

委員      前回のアンケートは、主に経営者や事業所の従業員を対象としていた。一方、公

契約条例の制定を求める声は、主に下請を担う個人経営や一人親方といった方々か

ら上がっているのではないか。 

        今回アンケートを再度行うのであれば、そういった方々も対象として意見を聞い
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てみれば実情がより見えるのではないか。 

       

委員      本委員会としての最終的な判断に際し、平成 27 年度のアンケートのみで結論を

出すのは難しいと考える。公契約条例への認知度が低いことから、説明書きを加え

る等、工夫を行った上で再度アンケートを行ってはどうか。 

 

事務局     アンケートの対象者及び内容については、本日のご意見を参考に対応を行いた

い。第４回の委員会において、結果を集約した資料を提供する予定で実施する。 

 

議長      アンケートの内容等は事務局に一任する。事務処理を進めていただきたい。 

 

委員      条例で特定の者を対象に賃金条項を定めるのは法的には適切なことなのか、次回

教えていただきたい。契約上必要な事項は契約約款等で定めるなど、条例制定以外

の方法もあるのではないか。 

 

４ その他 

  ～事務局より第３回検討委員会（兵庫県三木市への先例地視察）の内容について説明し、11月

13 日（月）を候補日として視察先と調整することを決定 

～事務局より第４回検討委員会の内容について説明 

 

５ 閉会 （16：00 終了） 


